
家庭支援総合相談事業 【精華町】

本町の女性就業率は全国や京都府より低く、２０代～３０代での正
規雇用者の女性割合は多いが４０代以降は非正規雇用者の割合
が多くなっている。また、ひとり親家庭においても生活困窮家庭の
割合は多いが、生活困窮家庭は自ら困難を訴えづらいことを鑑み、
早期発見・早期支援に努め、社会的孤立に陥ることのないよう相
談事業の充実を図り対策に取り組む必要がある。

地域の実情と課題

社会福祉法人盛和福祉会京都大和の家（児童養護施設、乳児院）

連携団体

悩みや不安を抱える女性が、安心して相談できる場の提供を今後
も継続して行く必要がある。

利用が少ない１０代に対して引き続き本事業の啓発を行う必要が
ある。

今後の課題

相談回数を拡充することで、様々な困難や課題を抱える女性等が
相談できる機会を増やすことができた。相談件数は目標である２４
０人を超える２６０人であった。役場への相談につながりにくい２０
代の相談が最も多かった。行政の相談窓口は敷居が高いと感じて
いる方を相談に繋げることができた。悩みや不安を話せる場の提
供ができ、必要な支援機関に繋げることができた。

事業の効果

行政の相談窓口は敷居が高く相談しづらいと感じる方も一定数い
るため、民間の相談場所を充実し、孤独や悩みを抱えている方が
相談や必要な支援を受けることができる機会を増やす。

令和６年度の目標相談者数は２４０人を設定

目的・目標

様々な困難や課題を抱える女性等に対して、臨床心理士や公認
心理師による相談対応を行う。相談内容により、医療機関や各関
係機関等必要な支援に繋げる。月４回で実施していた相談事業を
月５回に拡充実施した。

事業の特徴

個別事業費 ２３１ 千円

交付金額 １０４ 千円

事業番号 ３



事業の概要

様々な困難や課題を抱える女性等に対して、臨床心理
士や公認心理師による相談対応を行った。相談内容によ
り関係機関等必要な支援に繋げることができた。

※コロナ禍等で高まった相談需要が引き続いているため、既存事業を４回/月から５
回/月に拡充実施した。

目標２４０人に対して２６０人の相談があった。（達成率１０８％）

今悩みや不安を抱える女性等が安心して相談できる場の提
供を今後も継続していくことが重要である。

事業実施施設外観

相談室

内容

家庭支援総合相談事業

役場窓口の相談につ
ながりにくい２０代
の利用が多い。
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